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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　・株式会社大分銀行（以下「当行」という）は、当行が持続的に成長し、中長期的な企業価値を向上させ、様々なステークホルダーへの価値創造
に貢献することを目的として、「コーポレートガバナンスに関する基本方針」を制定しており、その中でコーポレートガバナンスの基本的な考え方を
以下の通り定めています。

　（1）当行は、監査等委員会設置会社として、経営環境の変化へのスピーディーな対応や収益機会拡大等の観点から、取締役会が迅速かつ的確
な意思決定及び取締役の職務執行の監督を行うとともに、独立社外取締役を含む監査等委員会による経営への監査が有効に機能する仕組みを
構築する。

　（2）当行は、当行の経営基盤である地域のお客さまに安心してお取引いただけるよう、一層の健全性確保及びコンプラインアンス（法令等遵守）
の徹底に努める。

　（3）当行は、当行の持続的な成長及び中長期的な企業価値の向上を図る観点から、意思決定の透明性・公正性を確保するとともに、保有する
経営資源を十分有効に活用し、迅速な意思決定により経営の活力を増大させることがコーポレートガバナンスの要諦であると考え、次の基本的な
考え方に沿って、コーポレートガバナンスの充実に取り組む。

　　・株主の皆さまの権利を尊重し、平等性を確保する。

　　・株主の皆さまを含む当行のステークホルダーの利益を考慮し、適切に協働する。

　　・会社情報を適切に開示し、透明性を確保する。

　　・独立社外取締役が役割を発揮する仕組み（取締役会の構成、社外取締役を構成員とする社外役員会の開催、独立社外取締役への情報提
供等）を構築し、取締役会による業務執行の監督機能を実行化する。

　　・中長期的な企業価値の向上に向け、株主の皆さまとの間で建設的な対話を行う。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則4-1-3】

・当行は、最高経営責任者（CEO）等の後継者計画を策定しておりませんが、社外取締役が議長を務め、当行社外役員の全員が構成員

　となっている経営陣から独立した諮問委員会である「指名・報酬委員会」へ最高経営責任者 （CEO）等の後継者について諮問を行って

　おり、かつ、当該諮問を経た後、取締役会において十分な審議を行って、後継者を決定しております。

【補充原則4-2-2】

・当行は、サステナビリティに関する基本的な方針は策定していませんが、サステナビリティを巡る課題への具体的な取り組みを含む「大分銀グ

　ループSDGｓ宣言」および「長期ビジョン」に基づき、地域と当行の持続可能性を高めるための施策を実践しております。

　「大分銀行グループSDGｓ宣言」については、経営理念「地域社会の繁栄に貢献するため　銀行業務を通じ最善をつくす」のもと、SDGｓの達成に

　向け、役職員一人ひとりが地域の課題解決に積極的に取り組むことを宣言したものであり、地域を取り巻く課題をESG（「環境」「社会」「ガバナン

　ス」）の観点から整理し、６つの重点テーマ（1.地方創生、2.少子高齢社会への対応、3.デジタルイノベーション、4.ダイバーシティ・働き方、5.環

　境に配慮した社会の実現、６.コンプライアンス遵守とガバナンス強化）を定め、具体的な取り組みを実践しています。

　また「長期ビジョン」については、「環境価値」「社会価値」「経済価値」「顧客価値」の４つの価値創造を通じ、地域の持続可能性を高めることが

　不可欠であるとの考えのもと、取締役会において、10年後のめざす姿を「地域の持続可能性を高める価値創造カンパニー」と定め、SDGsを経

　営モデル・地域支援モデルに組み込んでいます。サステナビリティを巡る課題への具体的な施策としては、「中期経営計画2021」「ビジョン戦略

　：SDGｓを羅針盤とした新たなビジネスモデルへの挑戦」において、SDGsの観点から解決を目指す「地域課題」（※）を定め、ビジネスシーズを

　抽出し、事業化に向けて取り組みを行っています（「中計2021」P24ご参照）。

　※地域課題事例：通信インフラの格差是正、風水害地震被災者の生活維持・地域からの離散対応、域内供給率の低下・域内循環率の向上、

　　　　　　　　　　　　住民医療サービス/教育サービスの格差拡大、地域産業育成に向けた学部新設・教育機関等の整備、女性の社会進出の

　　　　　　　　　　　　促進、再エネ蓄電設備開発による地域生産エネルギー利用率の向上、CO2削減企業への金融取引インセンティブの付与、

　　　　　　　　　　　　農林漁業の活性化による自然保護等

　なお、人的資本や知的財産等に関する経営資源の配分については、取締役会において「中期経営計画2021」の上記各戦略の進捗確認を定期
的に行うことにより、実効的な監督を行っていく方針です。

　※「大分銀行グループSDGｓ宣言」・・・https://www.oitabank.co.jp/company/rinen/sdgs/

　※長期ビジョン・中期経営計画・・・http://www.oitabank.co.jp/kabunushi/kaiji/chuki.html

【原則5-2】

・当行では、大きな時代の変化の中にあっても、当行が地域と共に永続的な成長、発展を目指す恒久的戦略である「地域密着化戦略」

　を掲げ 、2011年度以降の10年間に亘り「長期経営計画2011」に取り組んで参りました。

　2021年度以降、これまで築いた「地域密着化戦略」の土台をもとに、さらに次の10年間の長期ビジョンとして「地域の持続可能性を高める価値

　創造カンパニー」を掲げ、既存の金融業の枠にとらわれずグループ一体となって、地域課題の解決を通じ地域全体の価値、持続可能性を高め

　ていくために、新たな収益モデルの創造に取り組んでおります。そのアクションプランである中期経営計画においては、基本方針・重要課題を

　示すとともに、グループが一丸となって取り組みを強化するための収益性（連結当期純利益）の目標指標および人的資本への考え方を定めて

　います。またその具体的な取組状況について、株主総会や経営説明会、IR等の場や統合報告書をはじめとする各種開示を通じて、株主の皆

　さまに分かりやすい形で随時説明を行って参ります。

　なお、自社の資本コストを的確に把握することは、企業の持続的成長と企業価値の向上に資することと承知しておりますが、特定の地域に根

　を張る地方銀行としての使命に鑑み、資本コストに基づく各種目標値の設定は行っておりません。すなわち、地方創生に不可欠な地場企業に

　対する安定的な金融仲介機能の発揮や、地場企業の支援を通じた地域の雇用確保や商流構築に資する地方銀行としての使命を果たすべく



　、一定程度の自己資本の維持が必要であると考えております。

　※中期経営計画・・・http://www.oitabank.co.jp/kabunushi/kaiji/chuki.html

　※経営説明会資料・・・http://www.oitabank.co.jp/kabunushi/keiei/setumeikai/

　※統合報告書・・・https://www.oitabank.co.jp/kabunushi/kaiji/disclosure/

【補充原則5-2-1】

・現在大分銀行グループにおいては、上記「原則5-2」にて示した考え方を含む「長期ビジョン」およびそのアクションプランである「中期経営計

　画2021」を公表し、適切な経営資源の配分に向け、具体的な施策に取り組んでいます。このため、改めて事業ポートフォリオに関する基本的な

　方針の策定は行いませんが、個別施策に取り組むなかで、事業環境の変化に応じて、経営資源の配分に関する見直し・検証を実施して参り

　ます。なお、取り組みや見直し状況については、適宜分かりやすい開示に努めて参ります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4】

・当行は、「上場株式の政策保有に関する基本方針」及び「政策保有株式に係る議決権行使に関する基本方針」を、以下のように定め、

　本方針に沿った対応を行っております。

　＜上場株式の政策保有に関する基本方針＞

　(1)当行は、株式保有によるお取引先との関係維持・強化や地域のお取引先に対するご支援等が、中長期的に当行の企業価値を高める

　　ことに資すると判断した場合、当該企業の株式を営業政策等の一環として保有する。

　(2)取締役会は毎年、個別の政策保有株式について、保有目的が適切か、発行先との関係性や保有コストとリターンを踏まえた経済合理

　　性等を総合的に検証したうえで、その検証内容を開示し、保有の意義が乏しいと判断された銘柄については、市場への影響やその他

　　考慮すべき事情に配慮のうえ、原則として削減し、残高の圧縮を図る方針とする。

　＜政策保有株式に係る議決権行使に関する基本方針＞

・当行は、政策保有株式の議決権行使にあたり、以下の観点から議案を十分に精査のうえ、総合的に賛否を決定する。

　(1)投資先企業の持続的成長と中長期的な企業価値の向上に資すること。

　(2)当行の経済的利益を毀損させる可能性がないこと。

・上記「上場株式の政策保有に関する基本方針」に基づき、2021年3月末基準にて、個別の政策保有株式について、当行・地域経済との

　関係性等を含めた保有意義、経済合理性を検証の結果、全ての銘柄についてその妥当性を確認済です。

【原則1-7】

・当行役員や主要株主等との取引(関連当事者間の取引)を行う場合には、当行や株主の皆さまの利益に反する取引が行われることのない

　よう、以下の手続きを定めております。

　(1)取締役と当行との競合取引及び利益相反取引については、取締役会の承認を得る旨を取締役会規程に定めております。

　(2)株主への利益供与の禁止やアームスレングスルール等についてはコンプライアンス・マニュアルに定めており、会社や株主共同の利益

　　を害することのないよう、適切な手続きを定めております。

【補充原則2-4-1】

・当行は「長期ビジョン」である「地域の持続可能性を高める価値創造カンパニー」の実現に取り組むなかで、人口減少や高齢化などの社会環境

　の変化、IT化やデジタル化などの科学技術の進化、経済格差を拡大する産業構造の変化、さらには自然災害やコロナ禍等の様々な要因に大

　きく影響を受けており、これら経営環境の変化に適応しながら「長期ビジョン」を実現していくためには、中核人材における多様性が重要である

　と考えております。

　特に経営の中核を担う管理職層における多様性確保のため「女性・外国人・中途採用者」について積極的な登用を目指しており、それぞれの

　登用に対する考え方、目標、およびその状況については以下の通りです。なお、外国人・中途採用者に関しては目標の設定は行っていない

　ため、その理由について記載しております。

　＜女性の登用について＞

　女性における「中核人材」の登用については、多様性確保のほか、行内における女性活躍の進展の観点からも必要と考えており、「管理職」に

　占める女性の割合について10％を目標として取り組んで参ります。また、長期継続的に取り組む観点から、「管理職」の候補者層である「監督

　職（※次長・支店長代理職）」についても積極的な登用が必要と考えており、「管理・監督職以上」に占める女性割合について、40％を目標とし

　て取り組んで参ります。

　＜外国人の登用について＞

　地域経済に国際的な視点を取り込み、地場企業や地場で創出された商品・サービス・技術等の海外展開のサポートを実践していくためにも、

　外国人の中核人材への登用は必要であると考えており、積極的な新卒採用を行っております。

　一方で、外国人人財については、一定期間の勤務を経て母国等でのキャリア形成を志向する行員が大半であり、現状においては中核人材へ

　の登用に関する測定可能な目標は示しておりません。

　＜中途採用者の登用について＞

　中途採用者の高い専門性や多様性が、今後の経営環境の変化への対応において重要であると考えており、随時、中途採用者を募集しており

　ます。一方で、専門性や多様性に関しては、行内においても育成・キャリア形成をすべき分野もあり、プロパー行員にも同様に求めていくこと

　から、中途採用者に限った測定可能な目標設定は行っておりません。なお、現在、中途採用者の中核人材としての登用の状況については以

　下の通りです。

　　管理職2名（2021年3月末現在）　

・経営環境の変化にともない、人財の多様性確保は重要な経営課題であると考えております。当行においては、中長期的な企業価値の向上に

　向けた人財育成方針および社内環境整備方針として「人財戦略グランドデザイン」を定めており、その目的である 「自律的な人財を育てる基

　盤の構築」および「スキルが多様な人財が活躍する体制の強化の実現」を通じて、多様性の確保に取り組んでおります。

　１．「セルフキャリアドック」の導入

　(1)行員全員を対象とした「キャリア研修」や「キャリア面談（1on1ミーティング）」等の施策を通じて、体系的かつ継続的に行員のキャリア形成、

　　　促進を支援し「キャリア自律の実現」 に取り組んでいます。

　２．「キャリア開発プログラム（CDP）」の取り組み

　(1)組織が経営戦略を実現するうえで必要な専門性や能力等を定義し、行員が目指すべきキャリアビジョンやキャリアパスを結び付け、行員

　　　一人ひとりに合った能力開発を支援する仕組みに改定いたしました。

　(2)新入行員から管理職までの一貫した育成体系として３つの領域にセグメントし、各行員が目指したい専門領域の職務へのチャレンジ

　　　のため、自律的に能力開発を行うことを目指 しています。

　(3)特に女性人財に関しては、特定の業務に偏ることによるキャリア形成への心理的な障壁の解消が課題の一つであると考えており、この課題

　　　に対しても、CDPの取り組みは有効であると考えています。すなわち、キャリア開発に必要な基礎的能力（知識・スキル・経験）を営業店



　　　ジョブ ローテーションにより一通り習得する領域（ファンダメンタル）、その後めざす分野における専門的能力を高める領域（プロフェッショナ

　　　ル）の各CDP領域において、必要な能力開発に取り組む仕組みとしており、行員が自律的に多様なキャリア形成を目指すことを支援するも

　　　のです。

　３．タレントマネジメントシステムの導入

　(1)人財戦略グランドデザインにおける「経営戦略に応じた人員計画」や「計画的な人財育成」等を実現するため、人財データを一元管理・

　　　分析し、戦略的な人財育成や配置をサポートするシステムである「タレントマネジメントシステム」を導入いたしました。

　(2)同システムは当行CDPにも対応した全国初の「キャリア形成支援機能」を搭載しており、ベンダーとの共同開発・機能強化に取り組んでおり

　　　ます。

　また、「中期経営計画2021」において「ビジョン戦略：専門人財の育成・個々の能力を発揮できる組織の構築」を掲げ、各諸施策として実践して

　おります。

　※統合報告書・・・https://www.oitabank.co.jp/kabunushi/kaiji/disclosure/

　※長期ビジョン、中期経営計画・・・https://www.oitabank.co.jp/kabunushi/kaiji/chuki.html

【原則2-6】

・当行は、大分銀行企業年金基金を通じて、年金給付等を将来にわたり確実に行うため、「年金資産の運用に関する基本方針」に基づき

　運用機関の選定を行うとともに、中長期的観点で政策的資産構成割合を策定し、年金資産の運用を行っております。

・資産運用に関する意思決定は、資産運用委員会の審議を踏まえ、代議員会で決定しております。資産運用委員会及び代議員会には、

　当行の財務部門、人事部門、市場運用部門の部長等適切な資質を持った人材を配置するとともに、受益者代表として労働組合幹部を

　配置しております。

・また、企業年金基金の事務局には運用機関に対するモニタリング等の適切な活動が実施できるよう、資質を持った人材を配置すると

　ともに、研修等による育成に努めております。

【原則3-1】

・当行では、透明性・公平性のある実効的なコーポレートガバナンスを実現するため、経営理念や経営計画、各方針等を制定し、以下のとおり、

　本報告書もしくはホームページに掲載しておりますので、ご参照ください。

　（1）経営理念、ブランドスローガン、経営戦略、中期経営計画は、当行ホームページに掲載しております。

　（2）「コーポレートガバナンスに関する基本方針」は、当行ホームページに掲載しております。また、「コーポレートガバナンスに関する基本的な

　　　考え方」は、本報告書「１．基本的な考え方」及び「コーポレートガバナンスに関する基本方針」に掲載しております。

　（3）「取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬等を決定するに当たっての方針と手続」及び「取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役候補の

　　　指名を行うに当たっての方針と手続」は「コーポレートガバナンスに関する基本方針」に掲載しております。

　（4）上記の方針を踏まえた取締役候補者に関する説明については、定時株主総会における個々の取締役選任議案上程時に「株主総会招集

　　　ご通知」上にて開示を行っております。

　※経営理念…http://www.oitabank.co.jp/company/rinen/keiei/

　※ブランドスローガン…http://www.oitabank.co.jp/company/rinen/brand/

　※経営戦略、中期経営計画…http://www.oitabank.co.jp/kabunushi/kaiji/chuki.html

　※「コーポレートガバナンスに関する基本方針」…http://www.oitabank.co.jp/kabunushi/corprate_governance/

【補充原則3-1-3】

・地域に根差す地方銀行である当行にとって、中長期的な企業価値向上の観点から、地域のサステナビリティ（持続可能性）を高めることが不

　可欠であると考えております。このため、地域のサステナビリティを高める各種経営戦略を実現するための基本方針として「長期ビジョン：地域

　の持続可能性を高める価値創造カンパニー」を策定し、そのアクションプランである「中期経営計画2021（以下「中計2021」）」のなかで「基本

　戦略」および「ビジョン戦略」として実践しております。当行はこれまでもサステナビリティについての取り組みとして「大分銀行グループSDGｓ

　宣言」に基づき各種施策を展開してきましたが、「長期ビジョン」においては、さらにSDGｓを当行の経営モデル・地域支援モデルに組み込み、

　「新たなCSVの創造」と「地域価値の創造」の２つの方向性に取り組んでいくものです（※「中計2021」P８）。

・人的資本への投資に関して、「中期経営計画2021」においては「価値創造を体現する人財育成とワークスタイル変革」（※同P17）への取り組み

　として、行員に対し「働きやすさ」「能力を発揮できる機会」「自己実現を図れる機会」を提供することで、従業員エンゲージメントを高め、行員が

　地域課題の解決やイノベーションへチャレンジすることを支援しています。これを実現するため「ビジョン戦略」のなかで「専門人財の育成と

　個々の能力を発揮できる組織の構築」（※同P25）を掲げ、具体的な３つの施策として「①行動プロセス変革の高度化を実現する人財の育成・

　態勢の構築」「②金融の枠組みを超えた新たなビジネスモデルを実現する人財の育成・態勢の構築」「③CSVの進化・変革を実現するための

　基盤の構築」を実践しております。

・知的財産への投資に関して、「長期ビジョン」の実現に向けて「金融・非金融を組み合わせたエコシステムの構築」および「新たなビジネス

　モデルの構築」を実現していく（※同P6）ものであり、 そのために「既存事業の深化」と「新たな収益の探索」による両利きの経営を志向してい

　ます（※同P11）。そのいずれにおいても、行内における新たな視点やアイデアの創出に資する知的財産への投資が不可欠であり、

　「中期経営計画2021」の「基本戦略」「ビジョン戦略」に則り、経営資源を投下していく方針です（※同P12 ）。新たなビジネスモデルの構築の

　ための具体的な施策として、「ビジョン戦略」において各種ビジネスシーズの探索・発掘を行い事業化へと繋げていく「新規事業創出プロセスの

　構築」を図って参ります（※同P24）。

・なお、当行の気候変動に係るリスクおよび収益機会の事業活動への影響については、「大分銀行グループSDGｓ宣言」に則り、TCFD提言に

　賛同のうえ、その枠組みに基づく開示に向け、対応を行っております。

　※長期ビジョン・中期経営計画・・・http://www.oitabank.co.jp/kabunushi/kaiji/chuki.html

　※「大分銀行グループSDGｓ宣言」・・・https://www.oitabank.co.jp/company/rinen/sdgs/

【補充原則4-1-1】

・取締役会の職務については、取締役会規程に「業務執行の決定」、「取締役の職務の執行の監督」、「代表取締役の選定及び解職」である旨

　を定め、また取締役会が決定すべき事項についても、取締役会規程において 定めております。

・業務の執行に当たっては、経営陣に対する委任の範囲を、各職務分掌、規程等に定め、取締役会は、経営陣の業務の執行状況を監督して

　おります。

【原則4-9】

・当行は、社外取締役の「独立性判断基準」を以下のとおり定めるとともに、社外取締役候補者の選任に当たっては、その要件を充足し、かつ

　社外取締役に求められる役割、責務を果たし得る資質を備えた人材を選定するよう努めております。

　＜独立社外取締役の独立性判断基準＞

（1）本人が、現在又は過去において、以下に掲げる者に該当しないこと

　・当行グループ（※１）の業務執行者（※２）

（2）本人が、現在又は過去３年間において、以下に掲げる者に該当しないこと



　・当行の主要な与信先（※３）の業務執行者

　・当行グループの主要な取引先（※４）の業務執行者

　・当行の大株主（直接・間接に10％以上の議決権を有する者）又はその業務執行者及び監査役、会計参与

　・当行グループが議決権の５％を保有する先の業務執行者及び監査役、会計参与

　・当行グループの会計監査人又はその業務執行者

　・当行グループより役員報酬以外に年間1,000万円を超える報酬を得ている者（会計専門家、法律専門家、コンサルタント等）

　・当行グループより年間1,000万円を超える寄付金を得ている団体の業務執行者

（3）本人の配偶者、二親等内の親族又は同居者が、以下に該当しないこと

　・上記（１）、（２）に記載の事項

（4）役員等が相互に就任している状況にないこと

（5）社外取締役の在任期間が８年を超えないこと

（6）上記の他、独立社外取締役としての職務を果たせないと判断される事情がないこと

（7）上記の（２）～（５）のいずれかを充足しない者であっても、当該人物の人格、見識等に照らし、十分な独立性を有し、かつ社外取締役として

　　適切であると当行が考える場合には、その理由を対外的に説明することで、当該人物を当行の独立社外取締役候補者とすることができる。

（※1）当行及び当行の子会社、関連会社、関係会社

（※2）業務執行取締役、執行役員、又は使用人

（※3）主要な与信先に係る判断については、与信シェア、売上高・総資産等に対する与信額の割合、債務償還年数、預金等取引とのバランス、

　　　　他金融機関との取引状況等を総合的に勘案し、当該企業等が当行グループ経営陣から著しいコントロールを受け得る立場か否かを判

　　　　断する。

（※4）主要な取引先に係る判断については、当行と当該企業との取引による売上高等が当該会社の売上高等の相当部分を占めている等、親

　　　 会社、関連会社と同程度の影響を受け得る立場か否かにより判断する。

【補充原則4-10-1】

・当行は、会社法上の機関設計として「監査等委員会設置会社」を採用しております。

・現在の取締役構成として、独立社外取締役は取締役会の過半数に達しておりませんが、社外取締役で構成される「指名・報酬委員会」を設置

　し、取締役（監査等委員である取締役を除く）の選解任、および報酬・賞与の決定に当たり、委員会において審議し、その結果を取締役会に

　報告することで適切に反映することとしております。指名・報酬の検討に当たっては、それぞれ「取締役会が経営陣幹部の選任と取締役候補

　の指名を行うに当たっての方針と手続」、および「取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬等を決定するに当たっての方針と手続」に則り、委員

　会の適切な関与・助言を得ています。

・なお委員会構成に関して、独立社外取締役のみで構成され、かつその中から互選により委員長を指名するものであり、当行における独立社

　外取締役が厳格な独立性判断基準に則って選任されていることから、その独立性は確保されているものと判断しております。

【補充原則4-11-1】

・「コーポレートガバナンスに関する基本方針」に掲載しております「取締役会が経営陣幹部の選任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針　

　と手続」において、取締役会の構成、および取締役候補の指名方針に関する考え方を記載しております。

・社内取締役の選任にあたっては、経営戦略や事業戦略に照らして必要な知識・スキル・経験（経営戦略、リスク管理、人事管理、営業、審査・

　与信管理、市場運用、システム・事務管理等）をバランス良く組み合わせております。

・社外取締役の選任にあたっては、地域経済における経営環境の変化を見通すための専門的な知識や幅広い知見を有し、あらゆるステーク

　ホルダーの視点を踏まえた経営監督機能の発揮を期待するものであり、別紙スキル・マトリックスにおいて、求める専門性と経験を示しており

　ます。

※「コーポレートガバナンスに関する基本方針」…http://www.oitabank.co.jp/kabunushi/corprate_governance/

【補充原則4-11-2】

・取締役の重要な兼職の状況を「株主総会招集ご通知」の事業報告及び本報告書の「2.1【取締役関係】会社との関係（2）に記載しております

　ので、ご参照ください。

・また、当行ホームページに掲載しております「コーポレートガバナンスに関する基本方針」に、社外役員の兼職に関する考え方を記載して

　おります。

※株主総会招集ご通知…https://www.oitabank.co.jp/company/kabunushi/soukai/kabunushi_soukai.html

※「コーポレートガバナンスに関する基本方針」…http://www.oitabank.co.jp/kabunushi/corprate_governance/

　

【補充原則4-11-3】

・取締役会評価の実施目的および実施要領

（１）当行では「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第22条（取締役会の評価）に基づき、取締役会が、各役員による

　取締役会の有効性等についての自己評価等をもとに、毎年、取締役会全体の実効性について分析・評価を行い、その結果

　の概要を開示することとしております。

（２）2020年度においては、以下の要領で実施し、2021年6月の取締役会にて審議いたしました。

　　　対象者　： 2021年3月末時点での全取締役および全監査役（計12名）

　　　実施方法： 対象者に対してアンケートを実施（択一方式および記述方式の併用）

　　　質問内容： 以下の4つの大項目毎に設問を設定（設問数 計7）

　　　　　　　　　　　・取締役会の構成　　　・取締役会の運営　　　・取締役会の役割、責務　　　・取締役会を支える体制

　　　　　　　　　　大項目毎に総合評価および記述式の設問を設定

　　　結果集計： アンケート結果は事務局（総合企画部）にて集計

　　　評価方法： アンケート結果を集計・分析のうえ、取締役会にて評価決定および課題確認

・今回の分析・評価結果の概要について

（１）取締役会の構成

　取締役会の構成人数や社外役員の割合、構成員の多様性やその知識レベル等は概ね適切であると評価しております。

　　　今後、コーポレートガバナンスの更なる高度化に向けた「将来目指す姿」や「当行の取締役として求める資質・適性や多様性」については引

　　　き続き議論するとともに、その適切な開示方法について検討してまいります。

（２）取締役会の運営

　取締役会の開催頻度や開催状況等、その運営は概ね適切になされていると評価しております。

　　　２０２１年６月の監査等委員会設置会社への移行に伴い、取締役会の監督機能の強化を図るべく、今後も議案内容の見直しや資料改善を

　　　継続的に進めていく方針です。



（３）取締役会の役割・責務

　取締役会における審議事項や審議状況等、その役割・責務は概ね適切に果たされていると評価しております。

　　　地域金融機関を取り巻く経営環境が厳しさを増す中においては、持続可能なビジネスモデルや中長期的な企業価値向上に向けた経営戦

　　　略等に関する議案の更なる充実を図るとともに、より高度なガバナンス体制構築のための監督機能の強化が、今後の課題であると認識し

　　　ております。

（４）取締役会を支える体制

　取締役・監査役による情報入手機会の確保や内部監査部門との連携、独立役員の活動等、取締役会を支える体制は概ね適切に整備され

　　　ていると評価しております。

　　　なお、独立社外役員への適切な情報提供や、個々の役員へのトレーニング・知識習得の機会提供の充実に関しては、今後も継続的に取り

　　　組んでまいります。

※「取締役会の実効性評価」…http://www.oitabank.co.jp/kabunushi/corprate_governance/

【補充原則4-14-2】

・当行は、取締役に対するトレーニングの方針を、以下のように定めております。

＜取締役に対するトレーニングに関する基本方針＞

（１）当行の取締役は、様々な課題に対し適切な経営判断等を行うため、経営を取り巻く環境、当行業務に関連する法令等の内容、当行の状

　　況・課題等に関して、適宜情報の収集や知識の習得に努める。

（２）当行は、取締役が情報・知識を収集、更新する機会として、行内外の研修やセミナー等に関するメニューを随時提供するとともに、当行費

　　用での参加機会を提供する。

【原則5-1】

・当行は、以下の方針に基づき、株主の皆さまとの建設的な対話の促進に向けた取り組みを行ってまいります。

＜株主との建設的な対話を促進するための方針＞

（1）統括者

　　株主の皆さまとの対話全般について、建設的な対話を実現させるため、取締役頭取を統括者とし、経営戦略、経営計画並びに資本政策等

　　の所管部である総合企画部の担当取締役及び総合企画部長を統括補助者とする。

（2）株主の皆さまとの対話を補助するための体制及び行内連携

　・所管部　　総合企画部（経営企画グループ、収益管理室、広報グループ）

　・関係部　　株主の皆さまとの対話の内容による関係部

　・行内連携　

　　事業報告書、IR関連資料等、株主の皆さまへの開示書類の作成に当たっては、関係部による協議を行うことで、正確性及び適切性を確保

　　する。

（３）株主の皆さまとの対話

　適切な情報の開示

　　　・当行は、当行に関する情報について、諸法令及び証券取引所の定める有価証券上場規程などに従い、適時かつ公平な開示を行う。

　株主総会

　　　・株主総会には、多くの株主の皆さまに出席いただき、株主の皆さまの意思をより反映できるよう、例年予想される集中日等を考慮し、設定

　　　　を行う。

　　　・招集通知については、可能な範囲で早期に発送する。また、株主の皆さまに総会議案を十分ご検討いただくため、招集通知を発送するま

　　　　での間、招集通知に記載する内容が確定次第速やかにTDnet及び当行ホームページにおいて、公表する。

　　　・海外の株主の皆さまにも総会議案を十分ご検討いただくため、招集通知及び参考書類の英訳を行う。

　IR活動

　　　・当行は、株主の皆さまとの長期的な信頼関係醸成のため、直接的な対話の機会を重視し、機関投資家向けの経営説明会や個人投資家

　　　　向けの説明会等の開催により、当行の経営方針や事業内容に関する情報の迅速かつ正確な開示に努める。

　　　・経営説明会の資料については、当行ホームページにおいて開示を行う。

　　　・株主の皆さまとの対話を通していただいたご意見やご要望について、可能なものは事業活動に反映させることにより、企業価値の向上に

　　　　取り組む。

（４）対話に際してのインサイダー情報の管理に関する方策

　　株主の皆さまとの対話に当たっては、情報開示の公平性に鑑み、行内におけるインサイダー情報に該当する重要事実の取り扱いについて、

　　法令及び行内規定に基づき、適切に管理する。

　　※株主総会招集ご通知・・・http://www.oitabank.co.jp/kabunushi/kabusiki/soukai/

　　※経営説明会資料・・・http://www.oitabank.co.jp/kabunushi/keiei/setumeikai/

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 866,400 5.50

明治安田生命保険相互会社 689,591 4.37

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 688,100 4.37

日本生命保険相互会社 510,792 3.24

大分銀行行員持株会 377,195 2.39

大同生命保険株式会社 263,415 1.67

株式会社佐伯建設 201,636 1.28

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO（常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ東京支店） 200,800 1.27



NORTHERN TRUST CO.（AVFC） SUB A/C USL NON-TREATY（常任代理人　香港上海銀行東京

支店）
194,000 1.23

株式会社アステム 191,222 1.21

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

当行は、自己株式を498,184株保有しておりますが、上記大株主から除いております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部、福岡 既存市場

決算期 3 月

業種 銀行業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 18 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 11 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

山本　章子 他の会社の出身者 ○

大崎　美泉 学者 ○

河野　光雄 公認会計士 ○

大呂　紗智子 弁護士 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

山本　章子 　 ○

学校法人道徳学園 理事

本人が理事を務める学校法人道徳学園と
当行との間には、通常の銀行取引があり
ます。

これまでの長年にわたる地方行政等の経験や
実績を高く評価し、特に地域での産業育成や女
性の活躍推進等その十分なる知見により、当
行の経営全般を俯瞰する立場から、当行が抱
える課題の本質を把握したうえで、適時適切に
経営陣に対する意見表明等を行っていただけ
ると判断し、社外取締役に就任いただいており
ます。また、同氏が理事を務める学校法人道徳
学園と当行の間には銀行取引がありますが、
経営陣から著しいコントロールを受け得る立場
になく、主要な与信先、主要な取引先には該当
しないため、独立役員として届出しております。



大崎　美泉 ○ ○

国立大学法人大分大学 副学長（理事）

本人が副学長を務める国立大学法人大
分大学と当行との間には、通常の銀行取
引があります。

国立大学法人大分大学の副学長としての幅広
い経験と同大学経済学部教授や学部長を歴任
した高い学識を有するほか、社外取締役として
当行の経営に係る重要事項の決定と業務執行
に対する監督等を行い、その役割を十分に果
たしていただいております。その実績により、今
後は、経営から独立した立場で取締役会の意
思決定機能や監督機能の実効性強化に取り組
んでいただけると判断し、監査等委員である取
締役に就任いただいております。また、同氏が
副学長を務める国立大学法人大分大学と当行
の間には銀行取引がありますが、経営陣から
著しいコントロールを受け得る立場になく、主要
な与信先、主要な取引先には該当しないため、
独立役員として届出しております。

河野　光雄 ○ ○

公認会計士

本人が社外監査役を務める（株）ジョイフ
ルと当行との間には、貸出金等の取引が
あります。

公認会計士としての会計に関する専門知識、
豊富な経験を活かし、経営から独立した立場で
取締役会の意思決定機能や監督機能の実効
性強化に取り組んでいただけると判断し、監査
等委員である取締役に就任いただいておりま
す。また同氏が社外監査役である株式会社ジョ
イフルと当行の間には、貸出金等の取引があり
ますが、経営陣から著しいコントロールを受け
得る立場になく、主要な与信先、主要な取引先
には該当しないため、独立役員として届出して
おります。また、当行グループ会社より原稿料
やセミナー講師料などの支払いがありました
が、取引額は年間100万円未満と少額であり、
独立性に影響を与えるものではありません。な
お、2021年３月末をもって当該原稿料、セミ
ナー講師料の支払いは終了しております。

大呂　紗智子 ○ ○

弁護士

本人が勤務する弁護士法人アゴラ、理事
を務める特定非営利活動法人おおいた子
ども支援ネットと当行との間には、通常の
銀行取引があります。

弁護士としての高い見識及び法令に関する専
門的知識を活かして、中立かつ客観的な視点
から業務執行に関する意思決定の適法性・妥
当性の確保及び経営の監視・監督を行うととも
に、これまでの豊富な実務経験や専門的知見
を活かして取締役会に有益な助言をいただくこ
とが期待できるため、監査等委員である取締役
に就任いただいております。また、同氏が勤務
する弁護士法人アゴラ及び理事を務める特定
非営利活動法人おおいた子ども支援ネットと当
行の間には銀行取引がありますが、経営陣か
ら著しいコントロールを受け得る立場になく、主
要な与信先、主要な取引先には該当しないた
め、当行に対し十分な独立性を有していると考
えております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 5 2 2 3 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会の職務を円滑に遂行するため、監査等委員会の職務を補助すべき部署として監査等委員会室を設置し、専任の補助使用人を１名
以上配置しております。当該使用人は、他部署の使用人を兼務せず、監査等委員会の指揮命令下に置くとともに、人事異動、人事考課、懲戒処
分に関しては、監査等委員会の同意を得るものとしております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

内部監査部門に関しては、取締役会及び監査等委員会双方の指揮命令下に置いており、内部監査部門による内部監査の結果については、適時
適切に取締役会及び監査等委員会に報告する体制をとっています。また内部監査部門の内部監査計画については、監査等委員会の事前承認を



得たうえで、取締役会の承認をもって決定することとしております。また会計監査人と、監査等委員会および内部監査部門については、定期的に
意見交換を行い、緊密に連携を図ることとしております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 0 4 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 0 4 0 0
社外取
締役

補足説明

当行は、当行のコーポレートガバナンスに関わる重要事項を検討するにあたり、独立役員の適切な関与・助言を得るため、取締役会の諮問機関と
して指名・報酬委員会を設置しています。

指名・報酬委員会においては主に以下の内容について審議し、結果について取締役会に報告しています。

（１）取締役候補者（監査等委員である取締役を除く）の指名および役付取締役（代表取締役を含む）の選任に関する事項

（２）経営陣幹部（代表取締役を含む）および取締役（監査等委員である取締役を除く）の解任に関する事項

（３）取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬・賞与の決定に関する事項

（４）その他取締役（監査等委員である取締役を除く）の人事・報酬に関する重要事項

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

・役員報酬制度見直しの一環として、役員退職慰労金制度を廃止し、株式報酬型ストック・オプション制度を導入しております。

・平成26年6月より付与の対象者として執行役員を追加しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、その他

該当項目に関する補足説明

・取締役（非常勤取締役を除く）及び執行役員の業績向上および企業価値向上に資する貢献意欲を高めるとともに、株主重視の経営意識

を一層高めることを目的としております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

個別報酬の開示はしておりません。



報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

【方針の決定の方法】

・企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能し、株主利益とも連動した報酬体系を構築すべく、２０２１年２月８日

　開催の取締役会において決定方針を決議しております。

【方針の内容の概要】

①基本方針

・当行は、取締役（社外取締役を除く。以下、同じ。）の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めており、その概要は、株主の長期

　的利益に連動するとともに、取締役の当行の企業価値の最大化に向けた意欲をより高めることのできる、適切、公正かつ、バランス

　の取れたものであります。

・取締役の報酬については、「確定金額報酬」、「役員賞与」及び「ストック・オプション報酬」で構成し、各報酬割合は、概ね6:3:1とします。

　社外取締役には、その役割と独立性の観点から「確定金額報酬」のみの支給とします。

②確定金額報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額、役員賞与並びに非金銭報酬等の内容及び額または数の算定方法の決定に関する

　方針（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む）

・取締役及び社外取締役の確定金額報酬は月例の固定報酬として支給することとし、取締役の役員賞与は毎年一定の時期に支給する

　こととします。取締役及び社外取締役の個人別の確定金額報酬並びに取締役の個人別の役員賞与の額は、その責務及び役割等に

　照らしたうえで、当行の業績を踏まえ、他社水準、従業員給与の水準等も考慮しながら、株主総会において決議された年間報酬限度額

　の範囲内において、総合的に勘案して決定します。なお、その水準等については、適宜、環境変化に応じて指名・報酬委員会の答申を

　踏まえ見直しを行うものとします。

・非金銭報酬等として、株式報酬型ストック・オプションを付与します。非金銭報酬等は、中長期的な業績向上及び企業価値向上への

　貢献意欲を高めるとともに、株主との利益意識の共有や株主重視の経営意識を高めることを目的とした報酬とします。なお、割当個数

　計算は、内規により定めた算出方法により、確定金額報酬の額に基づき毎年、一定の時期に支給します。

【社外取締役のサポート体制】

・社内取締役は、その職務の遂行上知り得た情報を社外取締役と共有するよう努めております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

姫野　昌治 相談役 地域経済諸団体の公職 非常勤・報酬有 2016/2/22 1年

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

(1) 企業統治の体制及び業務執行に関する事項

（取締役会及び取締役）

・取締役会はすべての取締役で構成され、原則として毎月2回の定例取締役会及び必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営に関する重要事項
について的確かつ迅速な意思決定を行っております。

・このほか、取締役会専決事項を除く業務執行に関する重要な事項について協議・決定する機関として、取締役頭取、取締役副頭取、専務取締
役、常務取締役、及び執行役員のうち議長が指名する者をもって構成される常務会を週1回開催しております。

（監査等委員会及び監査等委員）

・監査等委員会は、すべての監査等委員で構成され、原則として毎月２回開催し、監査方針、監査計画、監査結果等について協議を行うこととして
おります。また、監査等委員は、取締役会、常務会、その他重要な会議へ出席するほか、代表取締役と定期的に会合を持ち、当行が対処すべき
課題、監査等委員会監査の整備状況、監査上の重要課題等について意見交換を実施することとしております。

（専門委員会）

・経営における重要なテーマ毎に各種専門委員会を設置し、委員会での検討状況や結果を取締役会等に報告する制度としております。

・具体的には、全行的な統合リスクに関する協議の場としてリスク管理委員会（主管部：リスク統括部）を、リスクを踏まえた収益極大化の協議の場
としてＡＬＭ委員会（主管部：総合企画部）をそれぞれ毎月1回開催しております。

・また、コンプライアンスに関する重要事項の協議の場としてコンプライアンス委員会（主管部：リスク統括部）を3ヵ月に1回開催し、さらにお客さま
への説明態勢やサポート態勢整備などの協議の場としてお客さま満足度向上委員会（主管部：営業戦略部）を3ヵ月に1回開催しております。

・なお、3つの委員会へは監査等委員である取締役も出席し、適宜意見陳述を行っております。

(2) 内部監査、監査等委員会監査及び会計監査に関する事項

（内部監査）

・監査部が実施する内部監査は、「部門別監査」及び「テーマ監査」で構成され、監査結果は監査報告書により代表取締役及び取締役会に報告さ



れております。

（監査等委員会監査）

・監査等委員会監査は、監査等委員会規程及び監査等委員会監査等基準に基づき、内部監査部門及び会計監査人と連携し、経営全般にわたる
監査を実施しております。

（会計監査）

・会計監査人として有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、会計監査を受けております。

(3) 指名・報酬決定に関する事項

・取締役の候補者については、人格、見識、経歴、能力、実績、倫理観等を総合的に評価し、指名を行っております。なお指名を行うにあたっての
方針と手続については、「コーポレートガバナンスに関する基本方針」内にて定め、開示しております。

・取締役（監査等委員であるもの及び社外取締役を除く）に対する報酬等は、「確定金額報酬」、「役員賞与」及び「ストック・オプション報酬」で構成
され、監査等委員である取締役及び社外取締役に対する報酬等は、「確定金額報酬」で構成されております。

・「確定金額報酬」及び「役員賞与」については、株主総会で定められた報酬年額限度額の範囲内で、業績等を総合的に勘案し、取締役について
は取締役会に付議の上、監査等委員である取締役については監査等委員会にて協議の上、決定しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

・当行は、取締役11名（うち社外取締役４名）で構成される取締役会が経営の意思決定及び取締役の職務執行の監督機能を担う一方、監査等委
員５名（うち社外取締役３名）で構成される監査等委員会が取締役の職務執行状況ほか経営全般を監査し適宜助言・勧告等の意見表明や必要な
措置を適時に講じることとしており、コーポレートガバナンス体制として十分な実効性が確保されていると判断していることから、現在の機関設計を
採用しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
2021年6月24日開催の「第215期定時株主総会」の招集通知は、法定期日の7日前の2021
年6月2日に発送いたしました。

集中日を回避した株主総会の設定 他企業の株主総会開催日を勘案の上、集中日を回避するよう努めております。

電磁的方法による議決権の行使 第210期定時株主総会より、電磁的方法による議決権の行使を可能としております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

第210期定時株主総会より、株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームを
利用しております。

招集通知（要約）の英文での提供
英文招集通知を当行ホームページ、東京証券取引所及び議決権電子行使プラットフォー
ムに提供しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

個人投資家向けに定期的説明会を開催
2020年度は個人投資家向けの決算説明会を県内で開催する予定でしたが、
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止いたしました。代替措置とし
て、当行ホームページ上に説明資料を掲示し、情報開示を行っています。

なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

2021年6月の開催を予定していた会社説明会は、新型コロナウィルス感染拡大
防止のため中止いたしました。代替措置として当行ホームページ上に説明資
料を掲示しているほか、アナリスト・機関投資家の方々には個別対応を行って
います。

なし

IR資料のホームページ掲載
会社説明会資料のほか、決算短信、ディスクロージャー誌、中期経営計画、
ANNUAL REPORT等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 総合企画部広報・SDGｓグループ

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当行は「中期経営計画2021」の策定にあたり、不確実性の高い環境下において10年後を
見据えた長期ビジョンとして「地域の持続可能性を高める価値創造カンパニー」を掲げてい
ます。長期ビジョンの実現のために、当行グループ一体となって「顧客・経済・社会・環境」
の4つの価値の創造に取り組み、地域のエコシステムを構築し地域価値を創造しながら、
地域と当行の共存、および持続可能性を追求する新たなCSVの創造をめざしております。
また「中期経営計画2021」における基本戦略として定めた「行動プロセス変革による地域密
着型金融の発揮」「地域課題を解決する非金融サービス収益の向上」「生産性向上による
一人あたり収益性の拡大」の実現により、地域課題の解決に取り組んでおります。なお
SDGｓへの取り組みにつきましては、2020年2月に「大分銀行グループSDGｓ宣言」を策定
し、当行ホームページにおいて対外公表しております。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当行は2021年度から「長期ビジョン」として、「地域の持続可能性を高める価値創造カンパ
ニー」を掲げ、地域と当行自身のサステナビリティの最大化に向けた取組みを行っておりま
す。地域活性化に向けては、当行グループ内で組成した「地方創生プロジェクトチーム」
が、県内18地方公共団体との「地方創造連携協力協定」基づき、地域の抱える課題の解決
策の検討・実施に取り組んでいるほか、当行が設立支援した地域商社である「Ｏｉｔａ Ｍａｄｅ

(株)」による地域産品開発・販売、観光振興、まちづくり等の地域活性化に資する活動をサ
ポートしております。また環境面へのＣＳＲ活動の一環として「クールビズ・ウオームビズ」を
継続実施している他、文化・芸術やスポーツの振興・育成を目的に例年実施行っている「大
分銀行ウェンズデーコンサート」「べつだいウオークへの特別協賛」「別府アルゲリッチ音楽
祭への特別協賛」等について、コロナ禍での感染防止対策や開催方法の見直しを行いな
がら継続してまいります。

その他
当行では、「中期経営計画2021」におけるビジョン戦略である「SDGｓを羅針盤とした新たな
ビジネスモデルへの挑戦」取り組むなかで、多様な行動の能力開発と登用を実現するた
め、人財育成の高度化、働き方の多様化などに向けた取り組みを行っております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

株式会社大分銀行では、「倫理宣言」及び会社法に基づいて、取締役会は、職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制その他当行の業務並びに当行及び子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するための基本方針を以下の通り定

め、当行の経営理念の実現を図っていくことといたします。

(1)取締役、執行役員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　・取締役、執行役員が法令、定款及び当行の経営理念を遵守した行動をとるための行動規範として役員コンプライアンス・マニュアル

　　を定める。

　・取締役、執行役員は、行外で実施されるコンプライアンスに関する各種研修等へ出席し、取締役、執行役員として、求められるコン

　　プライアンスへの認識を新たにすることに努めるものとする。　

(2)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　・取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程及びそれに関する各規程等に従い適切な保存及び管理を行う。その

他、必要に応じて、各規程等の見直しを行うものとする。

(3)損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　・統合的リスク管理態勢を整備・確立するため、統合的リスク管理方針を定め、リスク管理の統括部署をリスク統括部とする。

　・リスク管理委員会を設置し、リスクカテゴリー毎の各リスク管理部署による管理を通じて統合的なリスク管理を行う。

(4)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　・取締役会の運営及び付議基準等を定めた「取締役会規程」を制定し、これに基づき取締役会を原則として月2回開催する。

　・取締役会専決事項を除く業務執行に関する重要事項を協議決定する機関として常務会を設置するほか、各種専門委員会、その他

会議体を組成する。

　・業務執行に係る組織、権限等を明確化するため、「業務組織規程」及び「職務権限規程」を制定する。

(5)使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　・経営理念を制定し企業活動の基本理念を明確にするとともに、法令等遵守方針を定め法令等遵守規程及びコンプライアンス・マニ

　　ュアルに基づき、使用人全員が法令及び定款を遵守する体制を構築する。

　・リスク統括部でコンプライアンス・プログラムを策定し、リスク統括部及び関連部署で、これに沿った行員教育を実施する。その他、

　　監査部は各部署のコンプライアンス態勢の監査を実施する。

　・リスク統括部を窓口とするホットライン（内部通報制度）を設け、全使用人が法令及び定款等に違反する行為を発見した場合の通

　　報体制を構築する。

(6)当行及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　・子会社の運営に関する基本的な事項について定めるとともに当行と子会社の連携強化を図り、大分銀行グループ全体として健全

　　経営のもと発展していくことを目的として大分銀行グループ会社運営規程を制定する。

　・当行及び子会社は、会計基準その他財務報告に関する諸法令を遵守し、財務報告の適切性を確保するための内部統制の態勢

　　を整備する。

　・子会社において、大分銀行グループ会社運営規程で定める子会社から当行への協議・報告事項等が発生した場合には、適宜所

　　管部へ報告を行う。所管部は必要に応じ、子会社の統括部署である総合企画部及び取締役・監査等委員会へ報告を行う。

　・当行は、グループ全体のリスクを網羅的・統括的に管理するため、大分銀行グループ会社運営規程において、銀行のリスクカテゴ

　　リー毎の所管部署が子会社におけるリスクを適切に管理することを定める。

　・当行は、中期経営計画を策定するにあたり、子会社に対し、当行の方針に沿った中期経営計画の策定を指示する。また、当該中期

　　経営計画を具体化するため、子会社に対し、毎事業期ごとの業務方針及び予算計画等の策定を指示する。

　・当行は、子会社に対し、コンプライアンス・マニュアル及びコンプライアンス・プログラムの策定を指示する。

　・監査部は、内部監査規程、大分銀行グループ運営規程及び当行と子会社との監査委託契約に基づき、業務監査及び自己査定監

　　査を実施する。

(7)監査等委員会の職務を円満に遂行するため、監査等委員会の職務を補助すべき部署として監査等委員会室を設置し、専任の補助使用人を１
名以上配置する。

（8）前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性及び監査等委員会の当該使用人に対する指示の実効性の確保に
関する事項

　・監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、他部署の使用人を兼務せず、監査等委員会の指揮命令下で職務を遂行する。

　・当該使用人の人事異動、人事考課、懲戒処分に関しては、監査等委員会の同意を得るものとする。

（9）次に掲げる監査等委員会への報告に関する体制

　①当行の取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員及び使用人が監査等委員会に報告するための体制

　　・当行の取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員及び使用人は、報告すべき事項を監査等委員会と協議して定めた上、その協議
結果に基づいて報告を行う。主たる報告事項は次の通りとする。

　　　　・業務の遂行状況及び財務の状況

　　　　・内部監査部門が実施した内部監査の結果

　　　　・リスク及びリスク管理の状況

　　　　・法令等遵守に関する状況

　　　　・ホットライン通報の内容

　②子会社の役員及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当行の監査等委員会に報告するための体制

　 　　・子会社の役員及び使用人は、当行の監査等委員会から業務執行に関する事項について報告を求められた場合には、速やかに適切な報



告を行う。

　 　　・子会社の役員及び使用人は、法令等違反行為、当行又は当行の子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知った場合には、直ち

に当該子会社の内部管理部署へ報告を行うか、ホットラインに通報する。

　 　　・上記により報告を受けた場合、当該部署の責任者は、当行の監査等委員会に速やかに報告する。

（10）前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　・当行は、前号の当行監査等委員会への報告を行ったすべての者について、報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その
旨を当行及び子会社に周知徹底する。

（11）監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理
に係る方針に関する事項

　・当行は、監査等委員会がその職務の執行について、当行に対し、会社法第399条の2第4項に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当
部署において審議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員会の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該
費用又は債務を処理する。

　・当行は、監査等委員会の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎期、一定額の予算を設ける。

（12）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　・代表取締役及び取締役は、監査等委員会監査の重要性と有用性について認識し、監査等委員会監査が実効的に実施できる体制を確保する。

　・監査等委員会は、代表取締役と定期的に会合をもち、監査等委員会監査の環境整備等について意見交換するものとする。

　・監査等委員会は、内部監査部門と定期的に会合をもち、内部管理態勢に係る課題等の報告を受けるとともに、必要に応じて内部監査部門に具
体的指示を行うことができるものとする。

　・内部監査部門長の人事異動、人事考課、懲戒処分に関しては、監査等委員会の同意を得るものとする。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

(1)反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当行の企業倫理において、「大分銀行は社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは毅然として対決する。」と定めており、

反社会的勢力との関係遮断を基本方針としております。

(2)反社会的勢力排除に向けた整備状況

当行の企業倫理に基づき、「反社会的勢力管理対応マニュアル」を定めており、以下の管理体制を整備しております。

　・反社会的勢力に関する主たる統括部署をリスク統括部とし、反社会的勢力への対応について必要に応じて警察等関係行政機関、

　　弁護士等と連携を取りつつ、関係部門間の横断的協力体制など適切な対応に向けた指導を行う。　

　・営業戦略部お客さまサービス室は、反社会的勢力との取引を防止するための事前審査を行う体制整備として、反社会的勢力に関

　　する情報収集、分析及び一元的管理を行う。　

　・各業務所管部は、業務に関連した反社会的勢力に関する情報を把握し、営業戦略部お客さまサービス室及びリスク統括部への報

　　告・連絡等の連携を図る。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当行におけるコーポレート・ガバナンス体制及び適時開示体制については、別紙体制図の通りでございます。








